
【ＤＯ（実施）】

施策の概要

一般財源 754,676 685,414 645,146

人件費 107,781 108,756 -

フルコスト

③

④

① 中学校完全給食の実施校数 校 ― 100.0% 100.0%

② 大学（研究室）等の誘致数 学部 1 100.0% 100.0%
1 1 1 2 2

2 2

020301 学校施設・設備の充実

児童生徒が安全で安心して学べる環境づくりを目指し、老朽化した学校施設やグラウ
ンドの改修などを計画的に進めます。
また、効果的な授業が実践できるよう、ICT機器等を計画的に整備します。

020302 学校給食の充実

小学校給食センターの適切な運営を行い、安全・安心でおいしい給食を提供するとと
もに、食育を推進します。
また、成長期にある中学生に栄養バランスのとれた給食を提供するため、中学校給食
の早期完全実施を目指します。

020303
児童生徒の心のケア体制
の充実

児童生徒の悩みの解消や不登校、いじめへの対応を図るため、教育相談員やスクール
ソーシャルワーカー、心の教室相談員の配置など、カウンセリング機能を充実させる
とともに、関係機関と連携したいじめ防止対策を強化します。
また、小・中学校の教職員が連携し、中1ギャップの解消に努めます。

020304
高等教育の充実や大学等
の誘致

優秀な人材を育成するため、高校の教育内容や施設の充実、時代のニーズに対応した
学科の新設などについて要望を行います。
また、企業や試験研究機関の集積、利便性の高い高速交通体系など、地域の特性を活
かして、大学等の誘致を目指します。

1,379,825 1,354,273 -

内
訳

県支出金 28,900 0 0

地方債 0 62,300 181,300

その他 458,915 477,603 482,365

予算 見込
事業費 1,272,044 1,245,517 1,308,811

国庫支出金 29,553 20,200 0

（単位:千円）

施策達成状況の説明

施策経費
R2年度 R3年度 R4年度

⑤

特記事項

　中学校完全給食の実施校数については、平成29年から完全給食を先行実施している萱瀬中学校、玖島中学校に続き、中学校給食センター
が平成30年6月に竣工したことにより、8月から西大村中学校、郡中学校、大村中学校、桜が原中学校においても完全給食を開始し、平成30
年度に目標値を達成した。これにより、本市の全中学校における完全給食の実施が実現した。
　大学（研究室）の誘致については、令和元年度に鎮西学院大学大村サテライトキャンパスを誘致し、目標値を達成した。近年、大学運営
を取り巻く環境が厳しくなる中、本市の特性や時代のニーズ等に合った大学等の誘致を目指し、引き続き、調査、研究等を行っている。

決算

R2実績値 達成率 進捗率

1 2 6 6 6

1 2 6 6 6

1 1 1

施策担当課等 教育総務課 課長 児玉　英輝

基本計画における目標値
H28目標値 H29目標値 H30目標値 R1目標値 R2目標値 R2年度

施策 0203 教育環境の充実

施策の方針
学校施設の充実や中学校給食の完全実施に取り組むとともに、児童生徒の心のケア体制を図る。また、高
等教育の充実や大学誘致を推進する。

関連する
SDGsの
ゴール

指標名 単位
基準値
（H26） H28実績値 H29実績値 H30実績値 R1実績値

令和 3 年度 施策評価表

施策担当部等 教育委員会 教育次長 吉村　武史



【ＣＨＥＣＫ（評価）施策担当部長】

【ＡＣＴＩＯＮ（改善・改革）】

令和4年度新規事業

5

2

3

施策を達成
する上での
問題点・課
題

　本市の学校施設は、建設から３０年以上を経過する建物が全体の８割を占めており、建物の老朽化が進むとともに設備の不
具合が出てきているため、大村市学校施設長寿命化計画（計画期間：令和５年度～令和１４年度）に基づき、施設整備を行う
予定であるが、教育内容や教育方法等の多様化、防災機能整備、バリアフリー化、環境への配慮など学校施設に求められる時
代のニーズに対応するための対策が課題である。
　また、給付型奨学金については、平成２４年度の制度開始以降、６人の応募者（そのうち２人に給付）しかいないことか
ら、学業だけでなくスポーツ又は文化・芸術の成績優秀者の支援や、成績要件、経済要件の見直しが必要である。

問題点・課
題を踏まえ
た施策構成
事務事業の
改善・改革
や新規事業
についての
考え方

　校舎や屋内運動場等の劣化度を調査し、アセットマネジメント計画及び学校施設長寿命化計画等に基づき、計画的・効果的
な整備に取組むとともに、必要に応じて施設整備を行う。
　また、奨学金事業の給付型奨学金については、応募者が少ないことから、勉学だけではなく、スポーツ又は文化・芸術の各
分野の成績優秀者並びにグローバルな活躍を期待できる人材を支援するため海外留学生を対象に加えるとともに、経済的要件
等の見直しを行う。

R4年度見込

4

事業名（仮称） 担当課 対象・事業概要など

3,181

事業費（千円）

1 ミライへつなぐ学校教育検討事業 学校教育課 3,181

　子どもたちが効果的に学びを深め資質と能力を伸ばすことができ
るよう、より良い教育環境をめざし学校の適正規模や校則をはじめ
ダイバシティ＆インクルージョンにつながる教育分野について検討
する。


